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1. 背景および目的 

地下水に影響をおよぼすおそれがある建設工事や特定有害物質等による地下水汚染では、建設工事では施

工場所の周辺における地下水(井戸水)の水質・水位の変化の有無、地下水汚染では汚染源の周辺又は地下水流

向の下流側で汚染範囲、濃度分布を把握することを目的とした井戸調査が行われることがある。井戸調査のう

ち周辺の井戸の有無(分布)と井戸の利用状況を調べる調査を調査井戸分布等調査という。 

井戸調査の流れを図-1 に、井戸分布等調査の結果で示される井戸分布図(模式図)を図-2 に示す。 

井戸分布等調査については、自治体が発注する委託業務の調査要領・調査仕様書では調査区域の選定方法

や調査項目の記載はあるものの、井戸の有無を調べる具体的な方法については言及されておらず 1)、入札の仕

様書では調査区域の面積のみが示され、具体的な調査方法が示されていないことが多く見受けられる。本稿で

は、調査事例に基づき「直接訪問によるアンケート配布」と「直接訪問による聞き取り調査」及びそれらの方

法の組み合わせた方法について、各調査方法の回答率を示し、調査方法ごとの特徴について検討した。 

なお、本稿で述べる井戸分布等調査とは、水質汚濁防止法により都道府県が実施する概況調査で、地下水

汚染が見つかった場合に都道府県が実施する汚染井戸周辺調査を対象としたものではなく、地下水に影響をお

よぼすおそれがある建設工事での調査と地下水汚染で市町村等の自治体が独自に実施する汚染範囲や汚染分布

の調査を対象としたものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   図-1 井戸調査の流れ                図-2 井戸分布図(模式図) 

 

2. 井戸分布等調査の事例 

 井戸分布等調査の事例を表-1 に示す。 

 調査事由は、調査事例-Ⅰでは地下水汚染、調査事例-Ⅱ及び調査事例-Ⅲでは建設工事である。調査区域の面

積は、調査事例-Ⅰは自治体と調査区域の範囲を協議して決めた面積であり、調査事例-Ⅱ及び調査事例-Ⅲは自

治体の委託業務で指定された面積である。調査区域の状況は、調査事例-Ⅰでは農村部、調査事例-Ⅱ及び調査

事例-Ⅲでは都市部であった。調査方法は、調査事例-Ⅰでは「直接訪問による聞き取り調査」とし、調査事例-

Ⅱ及び調査事例-Ⅲでは「直接訪問によるアンケート配布」と「直接訪問による聞き取り調査」を組み合わせ

た方法で行った。 
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表-1 井戸分布等調査の事例 

調査事例 調査事由
調査区域
の面積

調査区域
の状況

調査方法

調査事例-Ⅰ 地下水汚染
350,000 m2

(35 ha)
　林･畑･住宅･事業所

(農村部)
直接訪問による聞き取り調査

調査事例-Ⅱ 建設工事
700,000 m2

(70 ha)

林･畑･住宅･事業所
(都市部)

直接訪問によるアンケート配布及び
直接訪問による聞き取り調査

(アンケート未回答箇所を対象)

調査事例-Ⅲ 建設工事
100,000 m

2

(10 ha)
畑･住宅･事業所

(都市部)
直接訪問による聞き取り調査及び
不在箇所へのアンケート配布

 

 

3．調査方法 

井戸分布調査の方法は、住宅地図を基に調査区域の個別住宅、集合住宅、事業所等をリストアップし (個人

情報保護の観点から発注者より事業所や住民の氏名、電話番号等の情報が提供されないため)、「直接訪問に

よるアンケート配布」又は「直接訪問による聞き取り調査」とそれらを組み合わせた方法で行った。 

配布するアンケートの項目は、住所氏名、井戸の有無、連絡先(電話番号)と連絡可能な時間帯、井戸の本数

とした。アンケートでは、井戸が無いと答えた場合は住所氏名のみ記入して貰い、井戸が有ると答えた場合は 

住所氏名、連絡先(電話番号)と連絡可能な時間帯、井戸の本数について聞き取りを行った。なお、集合住宅に

ついては、直接訪問により管理者の連絡先を確認し電話、FAX で後日左記の聞き取りを行った。また、井戸

の利用状況については、「直接訪問による聞き取り調査」の際に聞き取りを行った場合と日程を調整し後日改

めて聞き取りを行った場合がある。 

 

3.1 調査方法(調査事例-Ⅰ) 

調査事例-Ⅰでは、「直接訪問による聞き取り調査」を行った。住宅地図を基に個別住宅等に直接訪問し、

在宅の場合は聞き取り調査を行った。不在宅の場合は再度訪問を行い、在宅の場合は聞き取り調査を行い、不

在宅の場合はそこで調査を終了した。調査事例-Ⅰの井戸分布等調査の流れを図-3 に示す。 
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図-3 井戸分布等調査の流れ(調査事例-Ⅰ) 

 

3.2 調査方法(調査事例-Ⅱ) 

 調査事例-Ⅱでは、「直接訪問によるアンケート配布」及びアンケート未回答者を対象とした「直接訪問に

よる聞き取り調査」を行った。リストアップした個別住宅等に直接訪問し、アンケートを配布した。アンケー

トに回答があった箇所と一定期間経過後にアンケート未回答だった箇所を対象に直接訪問し、在宅の場合は聞

き取り調査を行い、不在宅の場合は再度アンケートを配布し一定期間経過後に未回答の場合はそこで調査を終

了した。調査事例-Ⅱの井戸分布等調査の流れを図-4 に示す。 
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図-4 井戸分布等調査の流れ(調査事例-Ⅱ) 

 

3.3 調査方法(調査事例-Ⅲ) 

調査事例-Ⅲでは、「直接訪問による聞き取り調査」及び不在宅への「アンケート配布」を行った。リスト

アップした個別住宅等に直接訪問し、在宅の場合は聞き取り調査を行い、不在宅の場合はアンケートを配布し

一定期間経過後に未回答の場合はそこで調査を終了した。調査事例-Ⅰの井戸分布調査の流れを図-5 に示す。 
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図-5 井戸分布等調査の流れ(調査事例-Ⅲ) 

 

4. 井戸分布等調査の結果 

調査事例ごとの調査全体の回答率と個別の調査方法の回答率及び井戸の所有率を表-2 に示す。 

 

4.1 調査結果(調査事例-Ⅰ) 

調査全体の回答率は 72 ％であり、調査全箇所数に対する井戸の所有率は 17 %であった。 

 

4.2 調査結果(調査事例-Ⅱ) 

調査全体の回答率は 67 %であり、調査全箇所数に対する井戸の所有率は 2 %であった。 
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個別の調査方法で見ると、アンケート配布の回答率は 32 %であり、アンケート未回答の箇所を対象とした

直接訪問の回答率は 35 %であった。アンケート配布の回答率には、アンケート未回答の箇所を対象とした直

接訪問によるアンケートの再配布の回答率 2 %を含んでいる。 

なお、アンケート未回答の箇所を対象とした直接訪問の回答率について、分母をアンケート配布箇所数、

分子をアンケートの回答率とした回答率は、54 %であった。 

 

4.3 調査結果(調査事例-Ⅲ) 

調査全体の回答率は 56 ％で、調査全箇所数に対する井戸の所有率は 4 %であった。 

調査全体の回答率 56 %のうち、直接訪問による回答率は 37 %で、調査全箇所数に対するアンケートの回答

率は 19 %であった。 

なお、不在でアンケートを配布した箇所数に対する回答率は 31 %であった。 

 

表-2 調査事例ごとの調査結果 

調査方法
調査全体の
回答率

井戸の

所有率
注1 個別の調査方法

個別の調査方法の

回答率
注2

調査事例-Ⅰ 72 % 17 % 直接訪問による聞き取り調査 72 %

アンケート未回答箇所を対象とした
直接訪問による聞き取り調査

35 ％

(54 %)注3

直接訪問によるアンケート配布 32 ％注4

直接訪問による聞き取り調査 37 %

不在箇所へのアンケート配布
19 %

(31  %)注5

調査事例-Ⅱ 67 ％ 2 ％

調査事例-Ⅲ 56  % 4  %

 
注 1．分母は調査全箇所数、分子は井戸の箇所数で算出した。 

注 2．分母は調査全箇所数、分子は直接訪問のアンケートの回答数で算出した。 

注 3．分母は直接訪問箇所数、分子は回答数で算出した。 

注 4．直接訪問による聞き取り調査で不在だった箇所へのアンケートの再配布による回答率 2 ％を含む。 

注 5．分母はアンケート配布箇所数、分子はアンケートの回答数で算出した。 

 

5. 調査方法についての検討と考察 

 調査結果を基に調査方法の特徴について表-3 に整理した。 

 

表-3 調査方法の特徴 

調査方法 回答率注1 作業日数

直接訪問によるアンケート配布 32 %～31 %注2 比較的少ない
長所：作業日数が比較的少ない
短所：アンケートが返信されるまである程度の期間が必要

直接訪問による聞き取り調査
農村部：72 %

都市部：54%注3
～37%

比較的多い
長所：農村部など在宅率の高い区域での調査では回答率が高い
短所：都市部など在宅率の低い区域での調査では回答率がやや低い
　　　アンケート配布のみと比べると作業日数が多くなる

直接訪問によるアンケート配布
＋

直接訪問による聞き取り調査

67 %～56 % 多い

<調査区域が比較的広い場合>
　アンケート配布を先行し未返信箇所に直接訪問し聞き取り調査を
　を行う方が、直接訪問の個所数が少なくなるため作業日数は少い
<調査区域が比較的狭い場合>
　直接訪問し在宅の場合は聞き取り調査を行い、不在の場合はアンケ
　ト配布を行う方法が有効

特徴

 

注 1．配布したアンケートの返信率を回答率とした。 

注 2．分母はアンケート配布箇所数、分子はアンケートの返信数で算出した。 

注 3．分母は直接訪問箇所数、分子は回答数で算出した。 
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5.1 直接訪問によるアンケートの配布 

 調査事例-Ⅱ、調査事例-Ⅲでのアンケートの回答率は 32 %，31 %であり、回答率は直接訪問による聞き取り

調査には及ばないものの、安定した回答率を得ることができる。 

 

5.2 直接訪問による聞き取り調査 

調査事例-Ⅰでは 72 %と比較的高い回答率を得たが、これは調査区域が農村部であり在宅率が比較的高かっ

たためと考えられる。都市部を対象とした調査事例-Ⅱ、調査事例-Ⅲでの回答率は、54 %，37 %と調査事例-Ⅰ

の農村部より低くなっている。これは都市部では農村部に比べ在宅率が低いためと考えられる。これらのこと

は、直接訪問による聞き取り調査の回答率が在宅率と相関しており、在宅率が高い調査区域では回答率が高く

なり、在宅率が低い調査区域では回答率が低くなることを示している。 

 

5.3 直接訪問によるアンケートの配布と聞き取り調査の組み合わせ 

 調査事例-Ⅱ、調査事例-Ⅲでみた場合、直接訪問によるアンケートの配布と聞き取り調査を組み合わせた方

法の回答率は、67 %，56 %であり、それぞれ単独の方法による調査より高い回答率となる。調査区域が比較

的狭い場合は直接訪問し在宅の場合は聞き取り調査を行い、不在の場合はアンケート配布を行う方法で問題な

いが、調査区域が比較的広い場合は相対的に調査個所数が多くなり作業日数がかさむため、直接訪問によるア

ンケートを先行して行い、未回答箇所に直接訪問による聞き取り調査を行う方法が作業時間が短くて済む。 

 

6. まとめ 

 近年では、環境基準項目ではないが有機フッ素化合物(PFAS)による地下水汚染の懸念等もあり、市町村等

の自治体が独自に実施する井戸調査の必要性が高まっていると考えられる。井戸調査のうち、井戸分布等調査

の方法については、調査区域の状況や調査目的、作業日数や調査期間を考慮して、適切な調査方法を選択する

ことが重要である。 
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